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事後評価報告書 
提出日:2023 年 4 月 24 日 

 
１．基本情報 
（１）実行団体名 

北の国災害サポートチーム 
（２）実行団体事業名 

広域・分散型災害支援ネットワーク構築事業～広域災害に対応する全国モデルへの展開～ 
（３）資金分配団体名 

認定 NPO 法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 
（４）資金分配団体事業名 

中核的災害支援ネットワーク構築プログラム 
（５）事業の種類 

災害支援事業 
（６）実施期間 

2020 年 4 月～2022 年 3 月 
（７）事業対象地域 

全国 
 
２．事業概要  

   平成 30 年北海道胆振東部地震での支援活動において、被災地域の社会資源の乏しさと地元支援者への負担の偏りや、被災地域と全道域での連  
携体制構築のための人的資源不足、非住家の被害の多さや農業被害の大きさなど、北海道特有の課題や、課題への対応策の少なさが明らかに   
なった。 

   そこで、北海道内の行政や社会福祉協議会、災害支援にかかわる NPO 等民間団体を対象とした災害支援ネットワーク構築を目的に、以下の中長
期アウトカムを設定し、活動に取り組んだ。 
1 北海道内で発生する災害に置いて、被災者支援を担う北海道内外の機関・団体が、相互に連携して社会資源や支援活動の不足を補うことがで
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きる社会になる 
2 北海道内の災害発生リスクが高い 2 地域（釧路地域、有珠山周辺）において、被災者支援を担う行政、社協、NPO 等、多様な機関・団体が、

災害発生時に連携が図れる地域になる 
3 広域な北海道において、被災者支援を担う機関・団体が、各種の金銭的・物質的な支援を得て、持続可能な運営ができる社会になる 
 
 とくに最終年度は、自己資金確保のための参加費収入の確保や協賛の募集、ともに活動を担うことのできる多様な主体との関係構築にチャレン
ジし、助成終了後も持続的に活動できる体制づくりに取り組んだ。事業終了後も、上記の社会的課題をとりまく環境を望ましい姿へと近づけるた
めの取り組みを、より幅広い関係者とともに継続する。 

 
３．事後評価実施概要 
（１）実施概要 
    内部評価を行った上で、同じく災害支援事業に取り組む２つの実行団体に対して、当団体の 3 年間の事業報告を行い、事業の実施によって得

られた波及効果やアウトカムの達成度についてヒアリング調査を行った。 
    調査方法は下記の通り。 
    １）調査方法 
      グループインタビューおよび調査対象者によるレポーティング 
    ２）調査実施日 
      2022 年 12 月 6 日 
    ３）調査対象者 
      特定非営利活動法人いわて連携復興センター、特定非営利活動法人岡山 NPO センター 
    ４）分析方法 
      発言録およびレポートの情報整理    
    ５）主な調査結果 

調査対象者から共通して評価をいただいた項目は、北海道フォーラムや各種研修会の継続的な開催・参加、オンラインツールの活用や知
見をもったコーディネーターの配置などにみられる「広域支援の仕組みづくりの方法」であった。 
また、共通する課題認識としては「コーディネーターの継続配置と資質の担保」、「企業等の関係者の拡大」であった。 
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（２）実施体制 

内部／外部 評価担当役割 氏名 団体・役職 
内部 ヒアリングの実施 宮本 奏 北の国災害サポートチーム・コーディネーター 
内部 ヒアリングの実施 宮崎 汐里 北の国災害サポートチーム・コーディネーター 
内部 ヒアリングの実施 本田 綾子 北の国災害サポートチーム・コーディネーター 
内部 報告書の作成 篠原 辰二 北の国災害サポートチーム・代表 
外部 調査対象者 葛巻 徹 特定非営利活動法人いわて連携復興センター 
外部 調査対象者 瀬川 加織 特定非営利活動法人いわて連携復興センター 
外部 調査対象者 千葉 菜津樹 特定非営利活動法人いわて連携復興センター 
外部 調査対象者 石原 達也 特定非営利活動法人岡山 NPO センター 
外部 調査対象者 詩叶 純子 特定非営利活動法人岡山 NPO センター 

 
４．事業の実績 
4-1 インプット 
（１）人材 
   内部：合計 14 人（主担当者 4 人、それ以外 10 人） 
   外部：合計 4 人（外部委員会等の専門家 3 人） 
（２）資機材 

   なし 
（３）経費実績 助成金の合計 
   ①契約当初の計画金額 

 15,000,000 円 
   ②実際に投入した金額 
    18,728,500 円（コロナ枠含む） 
（４）自己資金（円） 
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   ①契約当初の計画金額 
    2,780,000 円 
   ②実際に投入した自己資金の金額と種類 
    2,625,000 円 
    （会費、自主事業収益、受託事業収益、寄付金） 
   ③資金調達で工夫した点 
     3 年目以降の事業においては、これまでの活動で連携してきた企業・団体に協賛を呼びかけた。また研修会への申し込み時に寄付チケットを

販売し、個人からも寄付を募った。 
・第 3 回これからの災害支援を考える北海道フォーラム（2022 年 10 月開催） 
  協   賛： 4 社 ／ 計 30,000 円 
  ブース出展： 1 社 ／  15,000 円 
・被災者支援の多様な視点を学ぶきたサポ研修会第 12 回～第 14 回の研修会（2023 年 3 月開催） 
  協   賛： 6 社 ／ 計 60,000 円 
  寄   付： 7 名 ／ 計   6,500 円 

 
4-2 活動とアウトプットの実績 
（１）主な活動 
 【主催事業】 
  ・第３回これからの災害支援を考える 北海道フォーラム ～地域特性を踏まえた災害支援の構築をめざして～ 

札幌市・釧路市・室蘭市・旭川市・函館市に対面会場を設け、オンライン配信も行いハイブリッド形式 2022 年 10 月 24 日に開催／全 5 会場 
とオンラインを含め参加者 95 名 

・被災者支援の多様な視点を学ぶ きたサポ研修会 
第９回：技術系研修会 in 石狩 2022 年６月 18 日・19 日開催／参加者延べ 27 名 
第 10 回：技術系研修会 in 旭川 2022 年 10 月７日開催／参加者 17 名 
第 11 回：技術系研修会 in 函館 2022 年 10 月 15 日開催／参加者 15 名 
第 12 回：外国人支援の視点を学ぼう～文化的／言語的に多様な私たちが、災害時も支え合うために～ 2023 年３月９日開催／参加者 52 名 
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第 13 回：支援活動の質を大きく左右する“男女共同参画”の視点～要配慮者支援から復興まちづくりまで～ 2023 年３月 14 日開催／参加者 54 名  
第 14 回：ペットへの災害支援～胆振東部地震の現場から学ぶこと～ 2023 年３月 23 日開催／参加者 49 名 

 【共催・協力事業】 
  ・西胆振地域防災を考える市民フォーラム 
    洞爺湖町および室蘭市において、2022 年 9 月 16 日・17 日開催／参加者のべ 69 名  
  ・ひがし北海道防災スクール 2022in 釧路  
    釧路市内のイオンモールにおいて 2022 年 9 月 23 日開催／来場者約 1,000 人 
  ・釧路地区意見交換会 2022  
    釧路市内において 2022 年 11 月 22 日開催／参加者 18 名 
 【その他の活動】 
  ・幹事会 
    オンラインにて毎月開催  
  ・幹事団体と協力会員を対象にした情報交換会 
    オンラインにて、2022 年 11 月以降に隔月開催  
 
（２）アウトプットの実績 

アウトプット 指標 初期値 目標値 目標達成
時期 

実績値 

①-1 支援団体のリスト化とマ
ッピング 

リスト・マップ数 ０ 1 2021 年度 1 

②-1 全道域フォーラムと被災
者支援研修会の開催 

①開催回数 ①０回 ①4 回／年 2020 年度 ①7 回（予定含む） 
②参加人数 ②０人 ②150 人／年 ②延べ 311 名 

（技術系研修会 3 会場 4 日間延べ 61 名／フォ
ーラム 5 会場・オンライン系 95 名／オンライ
ン研修会 3 回延べ 155 名） 

②-2 全国域フォーラム・研修 ①参加回数 ①０回 ①2 回／年 2020 年度 2 回 
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会への参加 ・第 6 回災害時の連携を考える全国フォーラ
ム（主催：JVOAD／当団体より 7 名参加、分
科会を担当） 
・令和 4 年度多様な主体間における連携促進
のための研修会（主催：内閣府／当団体より
1 名が参加し基礎研修を修了） 

②-3 胆振東部地震のアーカイ
ブの作成 

①配布部数 ①０部 ①3000 2020 年度 ①850 部 
（新型コロナウイルス感染症の影響により、
2020 年度はアーカイブ冊子を活用した対面で
の研修会開催が困難であった。そのため作成
するアーカイブの対象期間を延長し再編する
とともに、Web サイトでの公開も行ったた
め、印刷部数を 1,000 部に減冊した。） 

②配布箇所 ②０か所 ②450 か所 ②565 か所 
（北海道内全市町村の行政・社会福祉協議
会、都道府県社会福祉協議会、協力会員等） 

③-1 当該地区における意見交
換等の開催 

開催回数 ０回 各地区 2 回 2022 年度 各地区 2 回 

③-2 当該地区におけるネット
ワーク構築 

①打合せ回数 ①０回 ①各地区４回 2022 年度 ①各地区 4 回 
②コンタクトを取
った方のリスト数 

②０ ②1 ②１ 

③-3 当該地区の中間支援組織
にコーディネーターを配置 

①配置拠点数 ①０か所 ①２か所 2020 年度 ①2 か所 
②配置人数 ②０人 ②２人 ②2 人 

④-1 全道域フォーラムや研修
会等への企業の参加 

参加企業数 0 ５社 2022 年度 20 社 



7 

④-2 企業等への協力要請と支
援構築に向けた会議の開催 

開催回数 ０回 ６回／年 2022 年度 20 回 

⑤-1 コーディネーターの配置 ①配置拠点数 ①０か所 ①２か所 2020 年度 ①2 か所 
②配置人数 ②０人 ②２人 ②3 人 

⑤-2 道庁、道社協担当者との
コア会議の開催 

開催回数 ０回 ２回／年 2021 年度 1 回 
（道庁、道社協それぞれ個別で意見交換や情
報共有の場は複数回設けている） 

 
4-3 外部との連携の実績 
■ 主催事業の実施を通じた多様な主体との連携・対話 

 北海道フォーラム（年１回）および対面・オンライン等の研修事業を、外部組織と連携しながら企画・運営し、多様な主体への情報発信を行った。
開催においては、出来る限り参加者同士の対話の時間を設け、当団体の活動や災害支援に関する課題感の一方向の共有だけでなく、参加者自身が「出
来ること」「やってみたいこと」等について分かち合う形での進行を心がけ、当団体と外部組織、あるいは外部組織（参加者）同士の相互理解を図っ
た。また、2022 年の北海道フォーラムにおいては、北海道内 5 地域（札幌市・釧路市・室蘭市・旭川市・函館市）に会場を設け、より身近な地域で
活動する多様な主体間の関係構築をねらった。これらの取り組みを通じて、「地域ごとに」「テーマごとに」あるいは境界を超えて「横断的に」連携
を図る工夫を行った。 

 【主な実施事項】北海道フォーラム／技術系研修会／オンライン研修会 
 
■ 共催・協力事業を通じた多様な主体との連携・対話 

 関係機関が実施する事業に共催・協力し、企画や当日運営をともに行った。主催事業と同様、関係者とともにはたらくこと（Co-work／Co-
creation）を通じて相互理解やキャパシティビルディングを進めた。 
 当団体の幹事団体が中心となり重点地区で開催された市民フォーラムや防災イベントにおいて、講師やブース出展という形で参画し、地区内のネッ
トワーク構築につとめた。 
 また、協力会員であるコープさっぽろ組合員活動委員会の理事学習会（組合員理事 14 名参加）において講師を担当し、「災害シミュレーションプ
ログラム」を開催。当団体内部でも行った災害時のシミュレーションを外部団体向けに初めて実施することができ、団体間の連携のイメージを深める
ことができた。 
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【主な実施事項】西胆振地域防災を考える市民フォーラム／ひがし北海道防災スクール 2022 in 釧路／釧路地区意見交換会 2022／アウトドアイベン
トへのブース出展／コープさっぽろ組合員活動委員会理事学習会への協力／協同組合ネット北海道の学習会への協力／北海道社協
主催の災害ボランティア組織連携会議への協力／北海道 JC 主催事業への協力 

 
■ 日常的なやりとりを通じた多様な主体との連携・対話 

 北海道庁・北海道社協、北海道内市町村行政・社協、道内外の中間支援組織や NPO 等と意見交換の場を設けることや、会合に出向くことを通じて
相互理解を図り、連携の可能性を探った。また当団体が、当事業とは異なる本業を持つ複数の幹事団体によって構成されていることも強みとし、各幹
事団体の日常業務の繋がりを通じた外部との関係構築を図った。 

 【主な実施事項】協力会員を対象とした情報交換会／札幌弁護士会との意見交換会／国民生活産業・消費者団体連合会（生団連）の会合への参加 
 
■ 北海道及び北海道社会福祉協議会との連携・対話 

北海道域の三者連携の構築に向け、不定期ながら各機関の主担当レベルでの懇談（コア会議）を設けたほか、当団体が実施する各種事業に対する名
義後援及び、事業に対する関係各所への周知協力、並びに事業実施時における参加とあいさつをいただくなど、連携を行っている。 

 
■ 企業等からの協賛、研修参加者からの寄付の受付 
  2022 年度の事業において、これまでの活動で連携してきた企業・団体に協賛を呼びかけた。また研修会への申し込み時に寄付チケットを販売し、

個人からも寄付を募った。 
・第 3 回これからの災害支援を考える北海道フォーラム（2022 年 10 月開催） 
  協   賛： 4 社 ／ 計 30,000 円 
  ブース出展： 1 社 ／  15,000 円 
・被災者支援の多様な視点を学ぶきたサポ研修会第 12 回～第 14 回の研修会（2023 年 3 月開催） 
  協   賛： 6 社 ／ 計 60,000 円 
  寄   付： 7 名 ／ 計   6,500 円 
 

５．アウトカムの分析 
5-1 アウトカムの達成度 
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（１）短期アウトカムの計画と実績 
短期アウトカム 指標 初期値/ 

初期状態 

目標値/ 

目標状態 

目 標 達 成 時

期 

ア ウ ト カ ム 発 現 状 況

（実績） 

事前評価時の初期アウト

カム（変更した場合、元のア

ウトカムを記載） 

①北海道内において活
動する被災者支援団体
のリスト化・マッピン
グを行うことにより、
道内外の機関・団体が
被災者支援の拡充が図
れる状態になる 

①災害時に災害支援
に取り組む意思のあ
る団体のリスト化 

①０ ①毎年更
新されて
いる 

①2020 年度 ①リストは作成し毎年
更新されている 

 

②Web 上 で 閲 覧 で
き、各機関・団体の
所在がマッピングさ
れ、アクセス可能な
状態にする 

②０ ②年間ア
クセス数
1,000 件 

②2022 年度
までに達成 

②マッピングは行って
いるが、情報開示の承
諾が取れない団体が多
く、内部での共有にと
どまっている 

②北海道内において、
北海道外の講師や事例
を用いた被災者支援の
研修を実施することに
より、道内外の被災者
支援機関・団体が相互
理解できた状態になる 

①研修等実施時にお
けるアンケート調査
で相互理解ができた
割合を増やす 

①０ ①理解で
きた参加
者 層 を
80％とす
る 

①2022 年度 ① 全 道 フ ォ ー ラ ム
100％、研修会第 12 回
100 ％ ・ 第 13 回
91.7％・第 14 回 96.3％ 

 

②北海道内各地区に
置いて、定期的な情
報交換の場が構築で
きる 

②０ ②５地区 ②2022 年度 ②５地区 
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③北海道内の災害発生
リ ス ク が 高 い ２ 地 域
（釧路地域、有珠山周
辺）において、行政、
社協、NPO 等が三者連
携の意義を理解した状
態となり、北海道内外
の被災者支援機関・団
体が円滑・迅速な支援
を展開できる状態にな
る 

①関係者間で定期的
な情報交換の場が構
築できる 

①０ ①２地区 ①2022 年度
までに実施 

①2 地区 ・北海道内の災害発生リ
スクが高い２地域（釧路
地域、有珠山周辺）にお
いて、北海道胆振東部地
震のアーカイブを用いた
研修や意見交換を行うこ
とにより、当該地域の行
政、社協、NPO 等が三者
連携の意義を理解した状
態となる 
・災害発生リスクが高い
２地域（釧路地域、有珠
山周辺）で被災者支援を
担う機関・団体が、災害
時に予測される課題を把
握 ・ 発 信 す る こ と に よ
り、北海道内外の被災者
支援機関・団体が円滑・
迅速な支援を展開できる
状態になる 

②三者連携による災
害時の支援のシミュ
レーションができる 

②０ ②２地区 ②2022 年度 ②2 地区 

④北海道内における被
災者支援の現状を理解
する全道域フォーラム
や被災者支援研修会等
を行うことにより、参

①北の国災害サポー
トチームもしくは、
企業による支援ネッ
トワークに加入する
企業数が増加する 

①０ 
 

①15 社 
 

①2022 年度
までに実施 
 

①17 社 ・北海道内において、北
海道胆振東部地震で得ら
れた支援課題や被災者支
援の現状を理解するフォ
ーラム等を行うことによ
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加する企業等が、被災
者支援を担う機関・団
体に対する資金や資機
材等の提供ができる状
態になる 

②研修等実施時にお
けるアンケート調査
で相互の役割及び連
携内容が理解できた
割合を増やす 

②０ ②理解で
きた参加
者 層 を
80％以上
とする 

②2022 年度
までに実施 

① 全 道 フ ォ ー ラ ム
100％、研修会第 12 回
100 ％ ・ 第 13 回
91.7％・第 14 回 96.3％ 

り、フォーラム等に参加
する企業等が、被災者支
援を担う機関・団体に対
する資金や資機材等の提
供ができる状態になる 

⑤北海道内において、
災害が発生した場合及
び平時からの災害時に
備えたネットワーク構
築を担えるコーディネ
ーターを育成すること
により、被災者への支
援の拡大や三者連携の
構築を図る基盤が整え
られた状態になる 

①２名のコーディネ
ーターを継続して配
置できる 

①０ ①２名 ①2020 年度
中に配置 

①3 名  

② 当 団 体 の み な ら
ず、北海道庁及び北
海道社協を含め主要
な 支 援 機 関 ・ 団 体
に、災害時に支援の
連絡のハブになるな
ど支援の組み立てが
できるコーディネー
ターを担える人材が
増える 

②０ ②20 名 ②2022 年度 ②25 名 

    
（２）アウトカム達成度についての評価 

 設定した短期アウトカムについては、おおむね達成できていると評価する。 
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 当事業の実施により、コーディネーター人材や、災害支援に取り組む意思のある機関や団体との関係構築が進み、これまで各地で個別に活動してい
た多様な主体がお互いの活動を認識し、横のつながりが生まれることとなった。また、災害支援に取り組む意思のある機関や団体、個人が、様々な支
援のあり方（例：技術系支援、ケア的支援、男女共同参画の視点、外国人支援、ペット支援、会議支援、平成 30 年北海道胆振東部地震の支援活動で
の実践知や課題感 等）について継続的に共に学び対話することで、発災時に発生する多様な支援ニーズに、境界を超えて連携するための知見と関係
性を共有することとなった。 
 なお、短期アウトカム ④-①「（ネットワークに加入する）企業数が増加」については、目標値を下回る結果となったが、2023 年 3 月に実施した主
催研修会では６社からの協賛を受けるなど、当事業への共感をいただける企業数は増加傾向にある。 
 これらのことから、当事業はアウトカムをおおむね達成し、道内の「災害支援ネットワーク」の輪を広げ、質を高めることに貢献したと考える。 

  
5-2 波及効果（想定外、波及的・副次的効果） 
■ 「室蘭災害ボランティアネットワーク」の発足 

 重点地区である「有珠山周辺地域」の東部に位置する室蘭地域において、「室蘭災害ボランティアネットワーク」が発足した。北海道フォーラムや
研修会において課題感を共有したことをきっかけに、当団体の室蘭地域コーディネーター、真宗大谷派北海道教区の災害支援ネットワークじゃがネッ
トのメンバーを中心に２０２２年７月発足。有珠山周辺地域で災害支援、災害ボランティアに関心を寄せる個人・団体・企業など多様な主体のゆるや
かなつながりを作っていくことを目指し、主催事業のフォーラムを開催するなど活動を行っている。 

 
■「災害ボランティアネットワーク会議」への参画 
  北海道社会福祉協議会が主催する「災害ボランティアネットワーク会議」に参画することができた。 
 
■ 災害ボランティア組織連携会議に対する企画協力と運営協力 

北海道社会福祉協議会が北海道からの補助を受け、北海道内 14 地域で毎年開催する「災害ボランティア組織連携会議」において、本事業実施期間
中継続して同事業の企画立案に協力した。また、同事業は開催地域ごとに行政、社協、災害支援 NPO が参加し、ネットワーク構築を行うことが目的
とされており、当団体のネットワークを活かし、同事業の参加周知及び災害支援団体からの活動報告等を行っている。 

 
■ 道内自治体との協働事業の実施 

 北海道社会福祉協議会が主催する「災害ボランティア組織連携会議」（北海道内 14 の振興局ごとに市町村行政/社協が参画）への協力によるつなが
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りから、当初カウンターパートとして想定していた道域を活動対象とする機関（北海道庁、北海道社会福祉協議会等）だけでなく、重点地区内外の自
治体と顔の見える関係性を築くことができた。 
 さらにそれらの自治体から、市町村域の三者連携に取り組むための研修事業の依頼を受けるという波及効果があった。 

 
■ 外部団体向け「災害時の支援シミュレーション」の実施 

 短期アウトカムの指標としていた災害時の支援のシミュレーションについて、団体内部だけではなく、協力会員団体であるコープさっぽろ組合員活
動委員会の理事学習会でも開催することができた。全道域に組合員がいる外部団体と連携して実施したことにより、双方の団体の持つ強みやネットワ
ークの再認識につながった。 
 学習会後は、道内複数地域の組合員活動組織が協力会員となり、当団体の地域コーディネーターとの協働活動が行われるなどの関係がつづいている。
また、当団体としてはシミュレーションのプログラム構築ができ、他からの依頼にも応じられる状況になった。 

 
■ 北海道生団連への入会 

 当事業実施期間中に発足した北海道生団連の特別会員となり、新たな企業とのネットワークが構築しはじめられている。フォーラムや研修会への参
加協力を直接呼びかけられる企業・団体が増え、当団体の活動意義や役割についての周知が進んだほか、全国の生団連加盟団体に対しても、北海道の
取り組みが周知されている。 

 
5-3 事業の効率性 
■ オンラインツールの活用による効率性 

広域な北海道においては、移動距離の長さとそれに伴う経費の過多により、被災者支援を担う機関・団体が、アウトリーチ等の効果的な活動を持続
可能に実施するための方法に苦慮していた。しかし当事業においては、オンラインツールを有効活用することで「各地域での顔を合わせたコミュニケ
ーション」と「オンラインによる道内外からの質の高い情報共有」を両立するハイブリッド型の事業を自団体で実施することが出来た。事業１回あた
りの効果が高まり、また、その実施ノウハウを団体内で共有していることで、今後の事業実施の効率性をますます高めている。 
 

■ プラットフォーム型／地域拠点型の運営による効率性 
 当団体をトップとしたヒエラルキー型のネットワークではなく、「分散型」のイメージに近いネットワークを形成することを目指し、各主体同士が
関係構築をするプラットフォームとしての役割を発揮している。また、それぞれの地域にコーディネーターを配置し、分散型のネットワークの活動を
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推進する役割を発揮することを目指した。これにより関係者は当団体を介さずとも必要な活動を生み出すなど、ニーズを捉えた変化がチーム内のどこ
からでも起こりやすい形でネットワークを拡大しており、結果的に投入している資源に対する効果の高い事業となった。 

 
６．成功要因・課題 
 

◎特に社会課題解決に貢献したアウトカムは下記の２点と考える。 
②北海道内において、北海道外の講師や事例を用いた被災者支援の研修を実施することにより、道内外の被災者支援機関・団体が相互理解できた状

態になる 
⑤北海道内において、災害が発生した場合及び平時からの災害時に備えたネットワーク構築を担えるコーディネーターを育成することにより、被災

者への支援の拡大や三者連携の構築を図る基盤が整えられた状態になる 
 
 上記のアウトカムがより良い結果をもたらした要因には、「幹事団体構成の在り方」が挙げられる。 
当団体の幹事団体構成は、当事業の実施期間において主に【平成 30 年北海道胆振東部地震での活動団体】と【道内各地の中間支援組織】の２種類で
ある。 

 
成功要因 1-a.【平成 30 年北海道胆振東部地震での活動団体】が事業推進メンバーとなっていること 

幹事団体に災害支援の経験があるメンバーが所属していることで、道内外の災害支援実践者とのつながりを事業に有効に活かすことができた。ま
た、当該災害における支援活動の成果と課題をとりまとめた『平成 30 年北海道胆振東部地震情報共有会議の記録』により、道内の支援機関・団体
に活用可能な形で実践知を届け、キャパシティビルディングに貢献した。 

 
成功要因 1-b.【道内各地の中間支援組織】が事業推進メンバーとなっていること 

幹事団体に各エリアの NPO 等とのつながりをもつ中間支援組織のメンバーが所属していることで、災害支援に寄与する活動を行う各地の機関・団
体がネットワークに参画する入口的な機能がもたらされた。 

 
 上記のことから、今後も多様な主体の協働による事業運営に持続的に取り組むことが肝要であると認識している。継続する中で各団体の経営状況や
活動状況により、それぞれの主体が担う役割が変化していくことが考えられるが、当事業で機能した事柄に意識しながら活動を展開していきたい。 
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◎達成が困難であったアウトカムは下記の１点と考える。 
 ①北海道内において活動する被災者支援団体のリスト化・マッピングを行うことにより、道内外の機関・団体が被災者支援の拡充が図れる状態に  

なる 
 

 「リスト化・マッピング」については、5-1-(1)のとおり、マッピングデータは完成し、都度更新は行っているものの、情報開示への了承がとれな
いことなどが要因で公開できずにいる。今後は、「リスト化・マッピング」の方法に限らず、道内外の機関・団体が相互に連携するための効果的な
ツールの提案や、オンライン上のプラットフォームの構築等を検討していきたい。 

 
７．その他深堀検証項目（任意） 
■ 『北海道胆振東部地震情報共有会議の記録』の意義とさらなる活用への展望 

 『北海道胆振東部地震情報共有会議の記録』は外部評価でも高く評価された。長期にわたって被災者支援に伴走した「北の国会議（情報共有会議）」
の内容を整理することで、多様な主体間の連携が重要であること、連携を図らなければニーズの充足が困難なことが明らかになった。また、この記録
があることで、課題に先回りして対応できる可能性が広がったことから、さらなる活用が展望される。 
 一方、これらのアーカイブを活用して政策提言を行うなどのはたらきかけには現状結びついていないが、札幌弁護士会等との連携構築が図れたこと
を活かし、今後取り組むべき課題として認識している。 

 
８．結論 
8-1 事業実施のプロセスおよび事業成果の達成度の自己評価 

 多くの改善の余地

がある 

想定した水準までに少し

改善点がある 

想定した水準にあるが

一部改善点がある 

想定した水準にある 想定した水準以上にある 

（1）事業実施プロセス   ○   

（2）事業成果の達成度   ○   

 
8-2 事業実施の妥当性 

 当団体が掲げた短期及び中長期アウトカムについては各事業の実施により概ね想定した水準に至ったと考える。しかし、以下のことから事業実施
には一部の改善点があると認識しており、引き続き多様な主体間の連携による広域・分散型の災害支援ネットワークの構築を強固なものにしていく
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必要がある。 
１．本事業は行政（北海道庁）及び社協（北海道社会福祉協議会）と当団体とが内閣府が推進するいわゆる三者連携による被災者支援の構築を目

指したものであったが、防災活動を包括的に推進する危機対策部局と防災ボランティアの推進担当である保健福祉部局の双方の見解に相違がみ
られ、結果として当団体の窓口を担う部局が定まらず、全道域での三者連携の構築が困難であった。 

２．2022 年には北海道内各所において小規模ながら水害が発生している。災害の危険性が高まった時点より情報収集を行うほか、災害発生後の迅
速な支援を検討したが、災害発生地域にカウンターパートナーがおらず、災害前後の情報収集や円滑な支援活動の実施に至らなかった。当団体
の幹事団体が活動するエリアは北海道内の 1/3 程度にとどまっている状況にあり、災害リスクの高い２地区に重点を絞り事業展開を行ってきた
３年の成果を全道に波及するには時間、労力、人材、資金など多くの課題がある。 

３．本事業実施期間中に「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定（2021 年 12 月 21 日）」および「北海道オホーツク海沿岸の津波浸水想
定（2023 年２月 20 日）」が発表され、既に発表されている「日本海沿岸津波浸水想定」とあわせると北海道内の全ての沿岸自治体が地震津波
による影響を受けることになった。当団体が想定する以上に北海道内の災害リスクが高まることになり、今後益々の事業の推進力の強化が必要
となった。 

 
９．提言 
■ 都度の収入に応じた柔軟な事業展開 

 今後は、休眠預金に依存せずに自走化するための戦略として、おおよそ３クラスの事業スケールイメージを団体内で共有し、都度の収入に応じて活
動のあり方を柔軟に変動する方法を採用する。 
 ①必ず達成したい事業規模 ②満足できる事業規模 ③挑戦的な事業規模 
 この 3 クラスそれぞれに実施事項と予算を見積もり、寄付／協賛／助成金獲得の状況に応じて、事業規模を変更するものである。 
 当団体では、①必ず達成したい事業規模 を「北海道フォーラム（年１回）およびオンライン研修会（年３回）の開催」とし、さらにきめ細かな対
応を行うコーディネーター人材の継続的配置に向けて事業費確保に取り組むことを目標としている。 
 また、収入が乏しく主催事業が実施しにくいフェーズにあっては、他の支援機関・団体主催事業への積極的参加・協力による連携強化に努めること
で事業継続を図ることとした。 

  
■ 道内企業とのさらなる関係構築 
  さらに、当事業に賛同する道内企業等とつながり、特に資金面でも支援を受けられるような関係を構築することが望まれる。 
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■ ネットワーク地域の拡大 

 当団体には北海道内の 5 つの地区で中間支援組織として活動するメンバーが所属しており、この地区および重点 2 地区の近隣地域では活動が展開さ
れつつあるが、14 の振興局に分かれている広域な北海道において、すべての地域で活動を展開することは難しいのが現状である。当事業の成果を踏
まえて、各地の中間支援組織や災害支援団体・機関とのネットワーク形成を図ることが希求されるが、NPO の数に乏しい地域も多数あることから、
外部評価にて提案のあった「企業や JC、自主防災組織、地域づくりに取り組む個人等も一つの社会資源と捉え、地域の行政・社協をうまく巻き込み
ながら（都道府）県域が市（町村）域をサポートする形」など、引き続きネットワークの形を模索することが求められる。 

 
10．知見・教訓 
 北海道の地域特性を踏まえた災害支援の考え方は、道外でも広域をカバーするためのネットワーク形成に取り組む組織にとっても参考になる取

り組みである。  
 災害支援分野に限らず、北海道で社会課題に取り組む組織においても、北海道の地域特性を踏まえたネットワークの構築については、きたサポ

の展開事例は参考になる取り組みである。  
 北海道の地域特性を踏まえると、同じ災害中間支援団体であっても、他の地域と共通で考えられる部分と、同じようには考えられない部分があ

ることがわかった。 
 



事後評価報告書_北の国災害サポートチーム 
11．資料（別添） 

11．資料 
 2022 年度の事業における活動写真および、各種メディアで報道された記事（一部リンク）につ
いて、以下の通り報告する。 
 
【活動写真】 
1. 技術系研修会（2022 年 6月 18 日・19日） 

災害時における重機等を使用した技術系ボランティアの活動紹介や、重機やチェーンソー、
発電機などの操作体験を含めた研修会を実施。石狩市で同日に開催されていたアウトドアイ
ベント会場内で実施したことにより、研修参加者以外への PRにもつながった。 
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2. 西胆振地域防災を考える市民フォーラム／フィールドワーク・有珠山を知る（2022年 9 月 16
日） 
有珠山の噴火災害に備え、前回 2000 年噴火の被災経験者でもあるガイドと共に、洞爺湖有珠
山ジオパークにてフィールドワークを実施。災害遺構を散策しながら 2000 年噴火の際の体
験談などを伺った。フィールドワークは洞爺湖町にて実施され、翌日には室蘭市でフォーラ
ムも開催され、2日間のイベントは地元新聞社やNHKでも取り上げられた。 

 

 
  



事後評価報告書_北の国災害サポートチーム 
11．資料（別添） 

3. ひがし北海道防災スクール 2022 in釧路（2022 年 9 月 23 日） 
 当団体の幹事団体が主催し、釧路市内のイオンモールを会場とした防災イベントにおいて、
当団体の活動紹介をパネル展示、動画等で紹介した。商業施設での開催となったため、約 1,000
人の来場があり、活動を広く紹介することができた。会場では、北海道の釧路総合振興局や
釧路市、地元郵便局なども参加し、地域の各団体との連携が強化された。 

  
  



事後評価報告書_北の国災害サポートチーム 
11．資料（別添） 

4. 第 3回これからの災害支援考える北海道フォーラム（2022年 10 月 24日） 
 地域特性を踏まえた災害支援の構築をテーマにしたフォーラムを開催。札幌市・釧路市・室
蘭市・旭川市・函館市に会場を設けハイブリッドにて開催し、オンラインを含めた各会場に
おいて意見交換会も行った。5 会場合計 79 名、オンラインでは 16 名が参加した。 
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【各種メディア記事】 
 2022 年 9 月 17 日／NHK 北海道（西胆振地域防災を考える市民フォーラム・洞爺湖町現地

学習会） 
https://www3.nhk.or.jp/sapporo-
news/20220917/7000050739.html?fbclid=IwAR0sCu0md8l9t41eVvGDlX4ewi7dg4EjoWtzL
9u4fqA7MdYKj-qntOwnNdU 

  

https://www3.nhk.or.jp/sapporo-news/20220917/7000050739.html?fbclid=IwAR0sCu0md8l9t41eVvGDlX4ewi7dg4EjoWtzL9u4fqA7MdYKj-qntOwnNdU
https://www3.nhk.or.jp/sapporo-news/20220917/7000050739.html?fbclid=IwAR0sCu0md8l9t41eVvGDlX4ewi7dg4EjoWtzL9u4fqA7MdYKj-qntOwnNdU
https://www3.nhk.or.jp/sapporo-news/20220917/7000050739.html?fbclid=IwAR0sCu0md8l9t41eVvGDlX4ewi7dg4EjoWtzL9u4fqA7MdYKj-qntOwnNdU
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 2022年 9 月 19 日／室蘭民報（西胆振地域防災を考える市民フォーラム） 
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 2022年 9 月 24 日／釧路新聞（ひがし北海道防災スクール 2022in 釧路） 

 
 
 2022年 9 月 25 日／北海道新聞釧路版（ひがし北海道防災スクール 2022in釧路） 
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 2022年 10 月 2 日／函館新聞（第 3 回これからの災害支援を考える北海道フォーラム）） 

   
 
 2022年 10 月 5 日／北海道新聞函館版・みなみ風（技術系研修会・函館） 
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 2022年 10 月 7日／北海道新聞函館版・みなみ風（第 3 回これからの災害支援を考える北海
道フォーラム） 

 

  



事後評価報告書_北の国災害サポートチーム 
11．資料（別添） 

 2022年 10 月 14日／北海道新聞（第 3回これからの災害支援を考える北海道フォーラム） 

 

 
 2022年 10 月 25日／北海道新聞（第 3回これからの災害支援を考える北海道フォーラム） 

 
  



事後評価報告書_北の国災害サポートチーム 
11．資料（別添） 

 2022年 10 月 25日／室蘭民報（第 3 回これからの災害支援を考える北海道フォーラム） 
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 2022年 10 月 28日／釧路新聞（標津町災害ボランティアセンター運営訓練） 

 
 
 2022年 11 月 2 日／北海道新聞・夕刊（標津町災害ボランティアセンター運営訓練） 
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 2022 年 12 月 13日／室蘭民報（胆振地区災害ボランティア組織連携会議） 
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 2023年 3 月 24 日／室蘭民報（地元団体から教育委員会への物品の寄贈） 

 





































北の国災害サポートチームの取組に関する評価レポート 

 

特定非営利活動法人岡山 NPO センター 

代表理事  石原達也 

 

北の国災害サポートチームによる本事業について特筆すべき点はいくつかあるが、１つ

に各講座・フォーラム等への参加者の多さがある。近年、新型コロナウイルス感染拡大防止

の取組の影響もあり、様々な取組への参加者を確保することが平時よりも困難になってい

る。また災害支援においては発生した災害から時間が経過するほどに関心が薄れ参加が減

る傾向にあるが、本チームにおける研修会には 50 名を超える参加があり、それによりアウ

トカムの一つである「被災者支援団体・機関の相互理解（アウトカム②）」が進んだと考え

られる。研修を通じてお互いの理解が進めば自然に必要な際に声をかけれる・連携できる状

況に進むと考えられる。勿論、この取り組みの前に同じくアウトカムに掲げられている「被

災者支援団体のリスト化（アウトカム①）」が行われたことや、取り組みを通じて「コーデ

ィネータの育成（アウトカム⑤）：」が図られたことが背景にあると考えられる。こうした

場づくりもコーディネータの役割であり、それが機能したと推測される。また、参加者の中

に道内の企業を得ることで、「企業等による資金や資器材の提供（アウトカム④）」につなが

る可能性ができたと考える。 

一方で広域な北海道を考えた場合には、おそらくまだまだ参加を促したい地域・組織があ

ると考えられるため、その点は今後の広がりに期待したい。また、新型コロナウイルス感染

拡大防止の影響だけなくエリアの広さゆえにオンラインを活用することが必要となり、結

果、対面での関係構築にならない部分は連携の深さ、特に企業担当者との関係構築において

は難しさもあったのではないかと想像される。フォーラム後に名刺交換をし、お互いの話を

する時間は実は大切な機会であり、それが実現できなかったことは環境要因が高いが残念

である。そのため、より積極的なアプローチを今後に期待したい。 

もう１点、特筆すべきは情報会議の分析による被災者ニーズの時系列の整理や話題の生

理に関する点である。災害支援は発生した場所の地理的状況や被災者の生活状況、地域コミ

ュニティの強さ、なにより災害種別などによって変わってくる部分も多いが、一方で共通す

る部分も多い。災害事態の発生を防ぐことはできない前提で考えると、いかに発生する災害

に対する備えやその後起きるニーズを先読みし、その発生抑止や改善を進めるかが重要で

あると考える。その意味でこの整理は大きく、波及効果として評価できるものであると考え

る。今後、この被災者ニーズを基に、そのニーズが発生する前に叶えるための準備や、また

避難生活が長期化することで発生するニーズなどは長期化を防ぐなどの根本的な解決も含

めて自治体や社会福祉協議会を含めた３者で協議の上で備えを図ることが重要であると考

える。また、可能であればこの整理されたニーズから従来の被災者支援関係の法や制度では

カバーできていない部分を明らかし、政策提言などに繋げていくことも期待したい。何より、

この整理と対応に関する記録を各地に還元することで、各地で同じように備えが図られる

ような状況作りは同じ支援活動への備えを行う立場として規模するものである。 

最後に今後の継続のカギを握るのはコーディネータの資質やこれまでに作ってきた立ち

位によるところが大きいと考える。よりその点を伸ばしながら、表裏一体ではあるが継続的

に仕事として取り組めるようにすることが本事業での成果を未来につなげることになると

考える。そのためにもコーディネータを続ける覚悟と先を見る視点を持ちながら引き続き

の取組をおこなっていただき、当方の地域にも指導や助言をいただきたい。 



「北の国災害サポートチーム」休眠預金活用事業 評価レポート 
作成：特定非営利活動法人いわて連携復興センター 

■短期アウトカム 
1.北海道内において活動する被災者支援団体のリスト化・マッピングを行うことにより、道内外の機関・団

体が被災者支援の拡充が図れる状態になる。 

・北海道内の支援団体のリスト・マッピングを行うことにより、現地情報が整理され、道内外の機関・団体

が有事の際にすぐに情報を活用できる環境を整えているが、災害からの時間経過により意識低下が危惧され

るの北サポが主催するフォーラムやオンライン研修会は今後も必要と考える。 

2.北海道内に置いて、北海道外の講師や事例を用いた被災者支援の研修を実施することにより、道内外の被

災者支援機関・団体が相互理解できた状態になる。 

・北海道外の事例や他地域の事例を学ぶことにより、選択肢を広げ、様々な対応力を高めることに繋がった

と思われる。コロナ禍でもオンラインを活用することで、移動等により参加が難しい団体にも学び繋がる機

会に繋がったと思われる。広い北海道においては、平時の情報交換やコミュニケーションにおいても必要性

が高まるだろう。 

3.北海道内の災害発生リスクが高い 2 地域（釧路地域・有珠山周辺）において、行政、社協、NPO 等が三者

連携の意義を理解した状態となり、北海道内外の被災者支援機関・団体が円滑・迅速な支援を展開できる状

態になる 

・各地区で丁寧に打ち合わせや意見交換等を行うことと併せ、地域に近い各地区のコーディネーターが中心

となりアプローチしたことにより、市域の地域力の高まりが期待できる取組と思われる。道域の災害中間支

援組織が積極的にサポートしなくても、市域が力づけ対応出来るように勧めていくことも必要と思われる。 

4.北海道内における被災者支援の現状を理解する全道域フォーラムや被災者支援研修会等を行うことによ

り、参加する企業等が、被災者支援を担う機関・団体に対する資金や資機材などの提供ができる状態にな

る。 

・災害時における被災者支援について、毎年 1 回テーマを設けて開催する「北海道フォーラム」が定着化し

たことは、今後の北海道における繋がりと学びの場として期待される点においても、大いに評価に値する。 

・技術系研修等、座学や理論だけでは習得できない能力を高める機会になり、体験を持って災害防災への関

心が高まる機会になったと思われる。また、技術系研修を実施することにより、災害中間支援組織がそうい

った専門的団体とのつながりやノウハウを持っていることにより、発災害時のタイムラインや的確な団体間

の調整・マッチングの可能性も高まることから、十分に達成したと判断できる。 

5.北海道内において、災害が発生した場合及び平時からの災害時に備えたネットワーク構築を担えるコーデ

ィネーターを育成することにより、被災者への支援の拡充や三者連携の構築を図る基盤が整えられた状態に

なる。 

・人材育成は一朝一夕にできるものではなく、3 年間の休眠預金活用事業だからこそアプローチできた課題

と思われる。コーディネーターが身に着ける専門的分野を整理し、どのコーディネーターがどういった専門

知識を有しているのかまで可視化できているのもまた評価すべきポイントである。今後は、休眠預金活用事

業が終了した後も、コーディネーターが配置され、人材育成の仕組みが残り・定着していく仕組みづくりが

必要と思われる。 

 



■中長期アウトカム 
1.北海道内で発生する災害において、被災者支援を担う北海道内外の機関・団体が、相互に連携して社会資

源や支援活動の不足を補うことができる社会になる。 

2.北海道内の災害発生リスクが高い 2 地域（釧路地区・有珠山周辺地域）において、被災者支援を担う行

政、社協、NPO 等、多様な機関・団体が、災害発生時に連携が図れる地域になる。 

3.広域な北海道において、被災者支援を担う機関・団体が、各種の金銭的・物質的な支援を得て、持続可能

な運営ができる社会になる。 

・民間が先行して設えた他部署横断した情報交換の場がきっかけとなり、道庁内部の連携が進む可能性も見

受けられる。縦割りは行政の特性でもあり、それを横繋ぎすることがＮＰＯの役割となり得る。 

・“発災地域にカウンターパートナーがいない地域が明らかになった”こと自体、まずは評価に値する。道内

外の支援者が支援に入る際にも有益な情報になると思われるからである。一方で、その地域に今後どういっ

たアプローチをしていくのかも引き続き検討が必要と思われる。岩手も同様の課題を抱えており、岩手にお

いては NPO 以外の企業や JC、自主防災組織などの集合体、地域づくりに取り組む個人等も一つの地域資源

と捉え、地域の行政・社協をうまく巻き込みながら県域が市域をサポートする形を取っていこうとしてい

る。今後も、都道府県域の災害中間支援組織として連携させていただきたい。 

・全道域と市町村域の間の「圏域」の考え方は北海道程ではないが広い岩手の中でも参考になった。被災者

を支援するのだという本来目的を忘れずに岩手でも体制の構築をしていきたい。 


